
－産業労働部・Ｂ1－

内線 3724

うち一財

38,295,889

38,295,889

うち一財

1,666,800

0

0

0

0

要 36,629,089 36,629,089

1,666,800

会計

現 1,666,800

決 36,629,089 36,629,089

補正要求額・審査額 国庫支出金 現計予算額一般財源 当初予算額補正後の予算額

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

番号 事業名

9,500千円×2.0＝19,000千円

商工業
費

宣言項目

　（国10/10・県0）
　地方創生臨時交付金における協力要請推進枠

（１）事業内容
　　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、さいたま市及び川口市の区域でまん延防止等重点措置を
　　実施するとともに、さいたま市及び川口市以外の区域においても飲食店等に営業時間の短縮要請等を行うこととし、
　　これに協力した事業者に対し、「埼玉県感染防止対策協力金」を支給する。

（２）事業計画
　　ア　まん延防止等重点措置区域：さいたま市及び川口市
　　　　要請期間：令和3年4月20日から令和3年5月11日まで（22日間）
　　　　営業時間：午前5時から午後8時まで
　　　　　　　　 （酒類提供時間は午前11時から午後7時まで）
      　支 給 額：飲食店等の売上高に応じ、1店舗当たり日額4万円から10万円
                　又は飲食店等の売上高減少額に応じ、1店舗当たり日額最大20万円

      　※さいたま市及び川口市はまん延防止等重点措置終了後、その他の地域へ移行
　
　　イ　その他地域：さいたま市及び川口市以外の地域
      　要請期間：令和3年4月20日から令和3年5月19日まで（30日間）
      　営業時間：午前5時から午後9時まで
        　       （酒類提供時間は午前11時から午後8時まで）
        支 給 額：飲食店等の売上高に応じ、1店舗当たり日額2万5千円から7万5千円
　　　　　　　　　又は飲食店等の売上高減少額に応じ、1店舗当たり日額最大20万円

（３）事業効果
　　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を図る。

（４）県民・民間活力、他団体との連携状況
　　　彩の国「新しい生活様式」安心宣言を遵守し、「埼玉県ＬＩＮＥコロナお知らせシステム」のＱＲコード
　　の掲示等を支給要件とすることで、店舗の協力による感染拡大防止を推進する。

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

事 業
期 間

Ｂ１
埼玉県感染防止対策協力金支給事業 一般会

計
商工費

根 拠
法 令

産業労働政策課

単位：千円

目

担当名令和 3年度予算見積調書(4月補正予算（第2号）)

説明事業

商工振興費 新型コロナウイルス感染症対策協力金支給事業費

課室名

経済対策担当

分野施策

令和 2年度～

　飲食店等に営業時間短縮等の要請を行うことに伴い、
協力した事業者に対し「埼玉県感染防止対策協力金」を
支給する。

（１）協力金支給　　　　　　　　　　36,629,089千円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

款 項

saitamaken
テキスト ボックス
 【審査の考え方】　埼玉県感染防止対策協力金について、まん延防止等重点措置の適用を国へ　要請したこと等に伴う増額の必要性を認め、要求額を措置した。



健康・医療・介護の安心確保

生活の安心支援

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

－産業労働部・Ｂ2－

内線 3724

うち一財

266,720

266,720

うち一財

0

0

0

要 266,720 266,720

0

決 266,720 266,720

　国の補助制度である小規模事業者持続化補助金（低感
染リスク型ビジネス枠）において補助対象とされている
感染防止対策費の事業者負担分について、県が上乗せ補
助を実施することにより、事業者負担を軽減することで
感染症対策を推進する。
　また、まん延防止等重点措置区域内における飲食店等
の適切な感染防止対策を推進するため、彩の国「新しい
生活様式」安心宣言飲食店＋（プラス）を創設し、個別
に事業者を訪問し確認する。

（１）感染防止対策　　　　　　　　166,000千円
（２）彩の国「新しい生活様式」
　　　安心宣言飲食店＋（プラス）　100,720千円

（１）事業内容
　　　ア　感染防止対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　166,000千円
　　　　　国の補助制度である小規模事業者持続化補助金（低感染リスク型ビジネス枠）において、補助対象と
　　　　されている感染防止対策費の事業者負担分について、県が補助を実施することにより、事業者の負担を
　　　　軽減することで感染対策を推進する。
　
　　　イ　彩の国「新しい生活様式」飲食店＋（プラス）　　　　100,720千円
　　　　　適切な感染防止対策を推進するため、まん延防止等重点措置区域内の飲食店等を中心として、業種別
　　　　ガイドライン等の遵守状況を個別訪問により確認する。取組が確認できた店舗を彩の国「新しい生活様式」
　　　　安心宣言飲食店＋（プラス）として認証することで、飲食店等の感染防止対策をＰＲするとともに、利用する
　　　　県民の安心・安全を高める。

（２）事業計画
　　　ア　感染防止対策
　　　　　国の小規模事業者持続化補助金（低感染リスク型ビジネス枠）において交付決定を受けたもののうち
　　　　飲食店営業許可又は喫茶店営業許可を受けている事業者に対して、補助を実施する。（上限16.6万円）
　
　　　イ　彩の国「新しい生活様式」安心宣言飲食店＋（プラス）
　　　　　飲食店等からの事前予約に従い、職員が店舗を訪問し、感染防止対策の取組状況を現地確認する。
　　　　　4月21日～　事前予約開始
　　　　　4月26日～　現地確認開始

（３）事業効果
　　　飲食店等の適切な感染防止対策を推進することで、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する。

番号 事業名 会計

現 0

補正要求額・審査額 国庫支出金 現計予算額一般財源 当初予算額

商工業
費

宣言項目

補正後の予算額

02

１　事業概要 ５　事業説明

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

款 項

事 業
期 間

Ｂ２
新型コロナウイルス感染防止対策支援事業費 一般会

計
商工費

根 拠
法 令

産業労働政策課

単位：千円

目

担当名

020415

令和 3年度予算見積調書(4月補正予算（第2号）)

説明事業

商工振興費 新型コロナウイルス感染症緊急経営支援事業費

課室名

２　事業主体及び負担区分

　（国10/10・県0）

３　地方財政措置の状況

経済対策担当

分野施策

令和 3年度

saitamaken
テキスト ボックス
 【審査の考え方】　飲食店の感染防止対策の推進及び事業者負担の軽減について、その必要性　を認め、要求額を措置した。



稼ぐ力の向上
変化に向き合う中小企業と小規模事業者の支援

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

－産業労働部・Ｂ3－

内線 3721

うち一財

3,087,360

3,176,360

3,176,360

3,080,960

うち一財

3,087,360

3,080,960

0

0

3,080,960

要 89,000 89,000

6,400

決 89,000 89,000

　小規模な飲食店等が徹底した感染防止対策を行うこと
ができるよう、アクリル板等の調達から補助金申請まで
トータル支援を行う商工団体の支援体制の強化を図る。

（１）感染拡大防止対策支援事業　89,000千円

（１）事業内容
　　ア　飲食店感染拡大防止取組支援事業　　　　　　　　　　69,000千円
　　イ　小規模事業者持続化補助金申請支援強化事業　　　　　20,000千円

（２）事業計画
　　ア　飲食店感染拡大防止取組支援事業
　　　　商工団体が飲食店等の感染拡大防止のために行う取組に係る補助（補助上限額1,000千円、補助団体69団体）
　　　　【取組例】
　　　　　・協力金の支給要件に合致するアクリル板の設置方法や枚数に対するアドバイス
　　　　　・商工団体がアクリル板の購入希望を聞き取り、業者を紹介
　　　　　・持続化補助金申請のための支援（専門家派遣等）
　　　　　・相談体制強化（臨時職員賃金等）
　　イ　小規模事業者持続化補助金申請支援強化事業
　　　　小規模事業者持続化補助金（低感染リスク型ビジネス枠）の申請を支援する商工団体への補助
　　　　（補助単価20千円、支援件数1,000件）

（３）事業効果
　　　飲食店等の感染拡大防止を図ることができるとともに、ポストコロナを踏まえた新たなビジネス展開に寄与する。

番号 事業名 会計

現 3,087,360

補正要求額・審査額 国庫支出金 現計予算額一般財源 当初予算額

　　事業に係る人件費：9,500千円×2.1人＝19,950千円
　　組織の新設、改廃及び増員：なし

商工業
費

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法
律

宣言項目

補正後の予算額

08

１　事業概要 ５　事業説明

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

款 項

事 業
期 間

Ｂ３
小規模事業経営支援推進費 一般会

計
商工費

根 拠
法 令

産業労働政策課

　　普通交付税措置
　　　商工行政費
　　　　中小企業振興指導費
　　　　　中小企業団体等振興指導費

単位：千円

目

担当名

040832

令和 3年度予算見積調書(4月補正予算（第2号）)

説明事業

商工振興費 小規模事業経営支援推進費

課室名

２　事業主体及び負担区分

　（国10/10）事業者0

３　地方財政措置の状況

商工団体担当

分野施策

昭和35年度～

saitamaken
テキスト ボックス
 【審査の考え方】　飲食店の感染防止対策を推進するに当たり、商工団体による支援の必要性　を認め、要求額を措置した。
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